


平成２０年１月
飯綱町
１．目的

地震等災害が発生したとき、障害のある方や高齢者など「要援護者」といわれる方は、より被害を受けやすく避難に手助けを必要とします。

こうした方の被害を最小限にくい止めるためには、ご本人やその家族の方、また、まわりの地域住民の方々が、災害に対する知識や心構えを身につけておくとともに、日ごろの備えをすることが、いざというときの的確な行動に結びつくものとなります。

災害では誰もが被災者となる可能性がある中で、地域で助け合う体制をどのように作っていけばよいか、また、地域で暮らす要援護者の方自身がどのように努めたらよいのか、そして、要援護者の方が必要としている手助けをどう行えばよいかなどが重要な課題となります。

このようなことから、特に災害発生時に自力で避難することが困難な方々への対応の手引きとして、「災害時要援護者支援マニュアル」を策定しました。
今後、本マニュアルを活用していただき、また、地域の理解と協力により、防災力の充実強化を図りたいと思います。

２．基本方針
近年の高齢化、国際化等社会構造の変化、核家族化などによる家庭や地域の養育・介護機能の低下に伴い、災害発生時には、高齢者、障害者、児童、傷病者、外国籍住民等災害対応能力の弱い、いわゆる「災害時要援護者」が被害を受ける事例が多く見受けられる。このため、町及び社会福祉協議会、医療機関、社会福祉施設、災害時要援護者関連施設等の関係機関は、地域住民等の協力を得ながら、災害から災害時要援護者を守るための防災対策の一層の充実を図る。
また、近年災害時要援護者関連施設が、土砂災害により被災し、多数の犠牲者が出た事例もあり、土砂災害が発生するおそれのある地域内に立地する災害時要援護者関連施設については、避難誘導等について重点的に対策を講ずる。

さらに、町内の地理に不案内な観光客等に対しても、緊急時の避難方法及び避難場所等を周知する必要がある。

（飯綱町地域防災計画第２編≪風水害対策編≫第１章第８節災害時要援護者計画及び第３編≪震災対策編≫第１章第７節災害時要援護者計画より）
３．「災害時要援護者」とは
「災害時要援護者」の定義としては、

1 自分の身に災害が差し迫っても、それを察知する能力がないか、困難な方

（要援護の高齢者、障害者、要援護児童、乳幼児、難病患者等）

2 自分の身に災害が差し迫っても、それを察知して適切な措置ができないか、困難な方

　　（要援護の高齢者、障害者、要援護児童、乳幼児、難病患者等）

3 危険を知らせる情報を受け取ることができないか、困難な方

　　（要援護の高齢者、障害者、要援護児童、乳幼児、難病患者等、外国人）

4 危険を知らせる情報を受け取っても、それに対して適切な行動ができないか、困難な方

　　（要援護の高齢者、障害者、要援護児童、乳幼児、難病患者等）

となっており、具体的には、ひとり暮らし高齢者、寝たきり高齢者、高齢者のみ世帯、身体・知的・精神障害（児）者、老人福祉施設（特養等）入所・通所者、障害者福祉施設入所・通所者（身体、知的、精神）、妊産婦、乳幼児、難病患者、人工透析患者、外国人等とされています。

飯綱町では、地震等災害時における安否確認や救出、避難誘導等が必要な「災害時要援護者」の概ねの基準を次のとおりとします。
①　６５歳以上のひとり暮らし高齢者

②　７５歳以上の高齢者のみ世帯

③　要介護状態区分３以上の在宅生活者

④　身体障害（児）者（身体障害者手帳３級以上）

⑤　知的障害（児）者（療育手帳A判定）

⑥　精神障害者

⑦　難病患者

⑧　人工透析患者

⑨　妊産婦・乳幼児

４．災害に備えた事前対策
（１）所在情報等の把握及び管理

災害時において、ひとり暮らしなどの要援護の在宅高齢者、障害（児）者等（以下「災害時要援護者」という。）の所在や安否を確認し、また、適切な援助を迅速に行うためには、平常時から所在や実情を町等が把握しておくことが必要です。また、個人情報の取扱いには十分に配慮しながら収集及び管理を行うことが重要です。

1 情報の把握

町は、災害時要援護者登録申請書兼登録台帳（以下「台帳」という。）を作成します。台帳作成にあたっては、個人情報保護の観点から対象者本人やその家族に対し、名簿作成の趣旨を説明し同意を得る必要があります。

また、支援を希望される方は、台帳に支援を受けるために必要な情報を記載して町に提出していただきますが、「地域支援者の状況」の記載にあたっては、あらかじめその支援者となる方の同意を得ていただく必要があります。

町は、この申請を容易にするために、民生児童委員等の協力を得て要援護者の把握及び台帳作成のための調査を行いますので、これに併せて台帳を提出していただくこともできます。

②　台帳の管理

町は、台帳作成とあわせて災害時住民支え合いマップの作成を推進します。また、常に新しい情報を把握するため、定期的に更新を行います。

作成した台帳等は町で保管し、必要に応じて消防署・消防団、行政区、自主防災組織、民生児童委員（以下「関係支援団体」という。）に対して開示を行います。
（２）安否確認、救出、避難誘導態勢

町は、作成した台帳等を活用して安否確認、救出、避難誘導等を迅速に行えるよう、日頃から体制の整備を行ないます。

災害時に、迅速な救出活動を行うには、近隣住民（地域支援者）による救出活動が不可欠です。そのためにも災害時要援護者は、日ごろから、近隣住民（地域支援者）をはじめ関係支援団体との連携を密にしておくことが大切です。
1 安否確認体制の整備
台帳登録者（以下「登録者」という。）の安否確認は、避難施設で行うことができますが、このほか、関係支援団体が近隣住民（地域支援者）の協力を得て、個別訪問によっても安否の確認を行います。

②　救出、避難誘導体制の整備

災害発生時には、関係支援団体は近隣住民（地域支援者）と協力して登録者の安否確認・救出活動にあたるとともに、避難施設までの避難誘導を行います。

（３）情報伝達網の整備
災害時に迅速かつ的確な指示ができるよう、情報伝達手段を確保するとともに、安否情報等の確保を円滑に行えるよう、伝達網の整備を進めていきます。

（４）医療の備え

災害発生直後は、医療的ケアが得られず、また、十分な情報を伝達できないため、日ごろから災害時要援護者とその家族が、非常時における対策等を考えておくことが必要です。

（５）相互連携

災害時要援護者とその家族は、日ごろから地域とのかかわりを持つことが必要です。同時に関係支援団体が近隣住民（地域支援者）と協力して災害時要援護者の安否確認、救出、避難誘導体制の整備に努め、相互の連携を強化していく必要があります。

（６）地域住民等の意識啓発

町は、広報活動等を行って地域住民の防災に関する意識啓発を図ります。また、防災訓練等を定期的に行い、関係支援団体の支援体制の強化ができるよう図っていきます。

（７）社会福祉施設の受け入れ態勢の確立

ケア等が整った社会福祉施設等を活用するため、事前の整備が必要です。そのために、町では受け入れの協定や近隣市町村との相互応援態勢を図ります。
（８）避難所等における食料品等の備蓄
食料品の備蓄については各自で最低３日分確保することが必要ですが、さらに飲料水についても同様に各自で確保しておきましょう。混乱の中で供給体制が整うのは、ある程度の時間がかかってしまいます。

災害時要援護者に合った備蓄が必要ですので、町は災害時における避難所等の配分を事前に決めておく必要があります。

（９）メンタルケア体制等の整備

被災後は、生活環境が著しく変化するため、メンタルケア体制をあらかじめ整備する必要があります。特に災害時要援護者は急激な環境変化に対応することが困難なため、町では、二次避難所である福祉避難所の設置とともに、医療、相談、ケア等を行う支援体制の整備を進めます。
５．災害発生直後の対応
災害発生直後、災害時要援護者は、移動に支障を生じ自宅に取り残されたり、慌てて動くことにより怪我をして、より移動が不自由になることが考えられることから、普段から地域との連携を密にしておくことが重要と考えられます。

阪神・淡路大震災等から判断できることは、災害発生から遅くとも７２時間後には被災地域以外からの応援体制が確立することがわかっており、また、町も発生後数時間で応援体制を立ち上げることができると考えられますが、発生直後は近隣住民（地域支援者）の活動が最も重要となります。

なお、保育園、学校の児童・生徒への対応は、それぞれの園、学校の対策マニュアルにより対応することになります。

（１）発生直後の対応
①　安否確認

災害時要援護者の安否確認は、避難所、地域などで確認し、また町は、地域支援者等との連絡体制を確立して、地域の状況、特に救出や救援を必要とする災害時要援護者の状況の把握に努めます。災害対策本部は、避難をする必要がない災害時要援護者について、関係支援団体を通じて情報を速やかに収集します。この場合、災害時要援護者にとって必要な物資やケア方法も収集する必要があります。なお、災害時に避難する必要があるのに自宅から動かない災害時要援護者も予想されますので、関係支援団体と近隣住民（地域支援者）は連絡を密にして救出します。

②　救出

災害発生直後の救出は地域の防災組織、いわゆる「近隣住民の力」が重要な役割を果たすので、そのための体制づくりを進めます。災害時要援護者の救出については、台帳の活用と地域からの情報をもとに、現状をできる限り正確に把握することが求められます。
③　避難誘導
災害時要援護者の避難誘導は、関係支援団体や近隣住民（地域支援者）により近くにある避難所（一時避難所）に誘導し、その後、福祉避難所等に搬送します。

（２）避難所での措置
①　避難所のバリアフリー

災害時要援護者にとって、被災時は体が普段よりも動かないことが予想されるので、出入口の段差解消、仮設でも洋式トイレの設置等が必要です。なお、避難所については、バリアフリー化に日ごろから取り組んでおくことが望まれます。

②　避難所の整備

避難所では災害時要援護者に配慮した空間の確保をすることで、心身の状態の把握がしやすくなります。また、避難所に手話や障害者を補助するボランティアなどの配置や、メンタルケア専門員の配置又は派遣できるような体制を整えておくことが必要となります。
③　避難所への物品供給
食料は暖かく柔らかいものを供給することが必要です。また、車イスなどの介護用品、ベッドにもなるマット、オムツ等を迅速に供給することも必要です。

（３）情報の提供
災害直後は必要な情報が不足し、そのことが不安を与え混乱を招く可能性があるので、的確な情報提供が欠かせなくなります。

６．災害発生後の対応
（１）避難所における要援護者への支援

避難所における生活が特に長期化されることが予想される場合は、災害時要援護者を次により支援します。
①　早期に、医療（医師・保健師・看護師等）、相談（町職員、専門相談員・社会福祉協議会等）、ケア等を行う専門の巡回支援チームを組織して、避難所を巡回し、安定した避難所生活が送れるように、各種の相談等に応じるなどの配慮を行います。

②　避難所生活が困難な災害時要援護者については、必要に応じて社会福祉施設への一時入所等を行います。

（２）被災した災害時要援護者への支援
被災した災害時要援護者の在宅生活を支えるために、継続的な在宅福祉サービスを提供することが必要です。

なお、在宅生活が困難な場合は、必要に応じて社会福祉施設への一時入所等を行います。

（３）仮設住宅への入居

避難所生活の長期化に伴い、仮設住宅を設置する場合は、避難所生活における災害時要援護者の負担を軽減するため、次により支援します。

①　災害時要援護者については、なるべく早期に日常的な生活が送れるよう、仮設住宅の入居手続きを優先して行います。

②　仮設住宅は、冷暖房器具、洋式トイレ、入口の段差解消等、災害時要援護者に配慮した設備とします。

（４）生活物資の供給

仮設住宅には、入居した場合、日常的な生活を送るためには生活物資の供給が必要となります。特に、生活物資については、流通が正常化するには、かなりの時間を要しますので、早めに災害時要援護者へ、その間の生活物資の支援を行います。
（５）仮設住宅入居者に対する地域での支援体制
仮設住宅に入居しても、不慣れな地域で生活を送ることになり、地域における支援体制の継続が必要です。

①　町は、災害時要援護者の巡回支援サービスを行なう体制を整備し、生活状況の把握に努めます。

②　町は、近隣住民（地域支援者）や関係支援団体と連携を図り、生活支援を継続的に行います。
別記様式（第４条関係）

飯綱町災害時要援護者登録申請書兼登録台帳

	この台帳に登録する情報は、災害発生時に地域の支援により生命等の安全を図るもののほか、日頃の支援活動に利用するものであり、それ以外の用途に使用したり、他に情報を漏らすことを禁止します。

飯綱町長　　　　　　　　　　　
	申請者本人が自書できない場合は、調査員が記入してください。なお、この場合は必ず「代理人氏名」欄に署名をお願いします。

	地区名
担当民生児童委員

登録者
フリガナ

性別
男・女
氏名
家族構成
（本人含む）

人

生年月日

明・大・昭・平　　　年　　月　　日生（　　　歳）

電話番号
住所
飯綱町大字

－

区分
ひとり暮らし高齢者・寝たきり・高齢者のみの世帯・障がい者

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

緊急通報装置設置の有無

有・無
福祉サービスの利用
（種類）

（曜日）

（事業所）

緊急時の連絡先
フリガナ

続柄
氏名
住所
TEL

フリガナ

続柄
氏名
住所
TEL

特記事項（身体の状態・生活の状態・障がいの程度・かかりつけの病院・内服薬　等）


	


【地域支援者の状況】

※　地域支援者（近隣住民）の了解を得た上で、できるだけ記入してください。

	地域支援者
	地域支援者

	住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	TEL
	TEL

	地域支援者
	地域支援者

	住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	TEL
	TEL


【防災チェック】

	住居の見取り図（マス目を参考にして、概略を番号で記入してください。）

	①玄関　　　②日中過ごす場所（居間等）　　　③夜寝る部屋

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


【同意欄】

　私は、災害発生時などに地域の援護が必要となるため、この登録申請書兼登録台帳に記載の内容を平常時から関係支援団体（民生児童委員・消防署・消防団・自主防災組織等）へ情報提供することに同意します。

平成　　年　　月　　日　　　　

（本人氏名）　　　　　　　　　　　　㊞

（代理人氏名）　　　　　　　　　　　　㊞（代理人住所）　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（本人との関係）　　　　　　　　　
協力のお願い

近隣住民の皆様が地域支援者です。
１．災害時要援護者とは

災害時要援護者とは、災害発生時に、何らかの理由により情報収集や安全な場所への避難が困難で、第三者の支援が必要であると思われる方々です。

具体的には、在宅の「心身が不自由な高齢者や障害者」の方々、家族の支援が受けられない「一人暮らしの高齢者」などです。

町では、災害時要援護者の登録制度を発足させ、登録者に対し普段からの見守り、安否確認、救助、災害時の避難誘導等の支援を行うために、地域で助け合う体制づくりを進めていきたいと考えています。

これは、災害発生直後、消防や行政機関が対応できるまでの間の事態を想定しています。

２．地域支援者とは
地域支援者とは、災害時要援護者に対する普段からの見守りや、災害が発生したときに災害に関する情報を伝えたり、一緒に避難したりする等の支援を心がけていただく近隣住民の方です。

いざという時にすぐに支援ができるように、要援護者の隣近所の方々にお願いしたいと考えておりますが、責任を伴うものではございません。普段からのより良い近所付き合いに心がけていただき、その中で支援していただくようお願いします。
災害時要援護者登録に同意された方へ

このたびは、災害時要援護者名簿の登録に同意をいただき、ありがとうございます。

この制度は、登録の同意をされた方の台帳を作成し、必要に応じて関係支援団体（消防署・消防団、自主防災組織、民生児童委員等）の皆さんに情報提供し、ご本人の周りにお住まいの皆様に見守っていただく体制を整え、災害の発生が予想される時には危険が迫っていることの連絡や、一緒に避難するなどの支援をいただくことを目的としています。
しかし、登録をしたからといって、必ずしも支援していただけると決め込んで待っているだけではいけません。自分から近所の方々といつも良い関係を作るように努力していただくことが必要です。

日ごろから心がけていただきたいこと

１．地域支援者となる、隣近所との仲のよい人間関係を

保つように努力しましょう。

２．防災訓練への参加の呼びかけがあった時は、できる

だけ参加しましょう。

３．災害に備えて、自分でできることは自分で行なうよ

う心がけましょう。

４．災害の発生が予想される時、又は発生した時には、
近隣住民（地域支援者）へ自分から連絡するように
努力しましょう。

自分の身は自分で守るという心がけをいつも持ちましょう。

【お問い合わせ先】
飯綱町役場保健福祉課　電話：０２６－２５３－４７６４
壁などの見やすい場所に貼っておきましょう。

　　わが家の災害時避難計画

飯綱町　
◎ふだんからの心がけ

① 地域支援者となる、隣近所との仲のよい人間関係を保つようにしましょう。

② 防災訓練への参加の呼びかけがあったときは、できるだけ参加しましょう。

③ 災害に備えて、自分でできることは自分で行うよう心がけましょう。

④ 災害の発生が予想されるとき、又は発生したときには、近隣住民（地域支援者）へ自分から連絡するように努力しましょう。

◎避難が必要な場合
　※ 避難勧告が出た場合は、早めに避難しましょう。
ご家庭用として、確認してメモしておきましょう！

避難場所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＜災害避難時、連絡先メモ＞家族、近所、保健福祉サービス関係機関　等
	名称
	電話番号

	
	

	
	

	
	

	病院
	

	火事・救急車
	１１９

	飯綱町役場
	２５３－２５１１


備えあれば


憂いなし
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